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（
第
３
面
に
続
く
）

　

４
案
を
比
較
す
る
に
あ
た
り
、
よ
り

具
体
的
な
検
討
を
行
う
た
め
、
Ｄ
案

（
移
転
案
）
の
場
合
の
移
転
候
補
地
に

つ
い
て
問
題
整
理
を
行
い
ま
し
た
（
表

３
）
。
そ
の
結
果
「
現
実
的
な
移
転
先

と
し
て
は
、
森
野
二
丁
目
用
地
が
考
え

ら
れ
る
」
と
の
結
論
を
得
ま
し
た
。

　

４
つ
の
案
に
つ
い
て
、
費
用
負
担
の

比
較
を
行
い
ま
し
た
。
初
め
に
、
庁
舎

の
建
設
費
に
つ
い
て
比
較
し
て
み
ま
し

た
。
そ
れ
ぞ
れ
の
建
設
案
の
イ
メ
ー
ジ

は
図
２
に
示
す
と
お
り
で
す
が
、
こ
れ

ら
の
工
事
に
か
か
る
費
用
と
そ
の
財
源

を
示
し
た
の
が
図
３
で
す
。
財
源
と
し

○：適合　　△：適合（一部）　　×：法令上不適合
＊：統合により廃校となった学校跡地で緑が丘小、本町田西小、忠生四小、忠生五小、忠生六小の５校を対象とした。
●建築可能な用途地域は第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域。
●移転候補地の選定・・・これまでの委員会、公聴会での意見陳述及び町田市新庁舎問題庁内検討報告書の中でとりあげられた場所。

表３　移転候補地の検討結果

森 野 二 丁 目
公共公益用地

サ ン 町 田
旭体育館を
含めた一帯

町田駅前の再開発
（旧富士銀行を
含めた一帯）

町田リサイクル
文 化 セ ン タ ー

木 曽 山 崎
公　 　 園

後田小学校
予　 定　 地学校跡地＊項　　目

約１８，０００㎡約３２，０００㎡約１２，０００㎡約８２，０００㎡約２０，０００㎡約１９，０００㎡約１３，０００㎡
～１８，０００㎡候補地面積

現　
　
　
　

状

近隣商業地域第一種低層住
居専用地域、
都市計画公園

商業地域準工業地域、
ゴミ焼却場と
しての指定あ
り

第一種中高層
住居専用地
域、一団地の
住宅施設とし
ての指定あり

第一種低層住
居専用地域

第一種中高層
住居専用地
域、一団地の
住宅施設とし
ての指定あり

都市計画法上
の 規 制

観光バス・タク
シー発着場、撤
去自転車一時保
管場所

体育館、野球
場

駐車場、商業
施設、住宅等

ゴミ焼却場野球場、サッ
カー場等

スポーツ広場
（少年サッカ
ー場）

倉庫等

使 用 状 況

商業ビル・高
層マンション
・一部戸建て
住宅地域

低層住宅地域
・工場

駐車場・商業
ビル・低層住
宅地域

緑地・戸建て
住宅地域

中高層団地の
地域内

駐車場・戸建
て住宅地域

中高層団地の
地域内周辺の状況

徒歩７分バスで約１０分徒歩１分バスで約２０分バスで約１０分バスで約１５分バスで約１０分交通アクセス
（町田駅から）

○△△○△○○用地の確保

評　
　
　
　

価

○×○××××法令上の建築
可 能 性

○△○△△△△交通アクセス
・ 利 便 性

可能性が高い可　能　性　が　低　い実　 現　 性

駅から徒歩圏
内、用地も確
保済、必要規
模のものが建
築可能。

現行の用途地
域では建築不
可（都市計画
公園に指定さ
れている）。

小田急町田駅北地
区のまちづくりの
構想（交通ターミ
ナルの整備等）が
あるが、実現する
としても長時間を
要する。

都市計画法上
ゴミ焼却場と
しての指定が
されていて、
他の施設への
転用は難し
い。

現行の用途地
域では建築不
可（都市計画
法上、一団地
の指定あり）。

現行の用途地
域では建築不
可（良好な住
居の環境を保
全する地域）。

現行の用途地
域では建築不
可（都市計画
法上、一団地
の指定あり）。

備　 　 考

（
第
１
面
か
ら
続
く
）

て
は
、
地
方
債
（
注
３
）
、
防
衛
施
設

庁
等
か
ら
の
補
助
金
、
積
立
金
（
注

４
）
、
一
般
財
源
（
注
５
）
が
予
定
さ

れ
て
い
ま
す
。
一
見
し
て
わ
か
る
よ
う

に
、
Ａ
案
、
Ｂ
案
の
方
が
、
Ｃ
案
、
Ｄ

案
に
比
べ
て
工
事
費
が
多
く
、
一
般
財

源
の
負
担
も
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
、
Ａ
案
、
Ｂ
案
と
も
、
現
庁
舎
に

十
分
な
耐
震
補
強
工
事
を
施
し
て　

年
２０

間
使
用
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
た

め
、
そ
の
工
事
費
用
の
負
担
が
か
さ
む

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。
こ
の
グ
ラ
フ

に
は
示
し
て
い
ま
せ
ん
が
、
耐
震
補
強

工
事
を
行
う
際
、
短
期
間
に
支
出
が
集

中
す
る
こ
と
も
大
き
な
問
題
で
す
。

ま
た
、
Ｂ
案
は
、
現
庁
舎
建
替
え
の
際

に
仮
庁
舎
を
建
設
せ
ざ
る
を
得
な
い
た

め
、
負
担
が
さ
ら
に
大
き
く
な
っ
て
い

ま
す
。

　

次
に
、　

年
間
の
市
の
資
金
負
担
額

５０

（
一
般
財
源
・
積
立
金
）
に
つ
い
て
比

較
し
て
み
ま
し
た
。
当
然
の
こ
と
で
す

が
、
庁
舎
は
長
期
間
に
わ
た
っ
て
使
い

続
け
ら
れ
ま
す
。
庁
舎
建
設
時
の
負
担

に
加
え
て
、
建
設
さ
れ
た
後
の
維
持
管

理
費
や
分
庁
舎
の
賃
借
料
、
建
設
の
際

借
り
入
れ
た
地
方
債
の
元
利
償
還
金
に

も
目
を
向
け
、
各
案
ご
と
に
比
較
し
た

の
が
図
４
で
す
。
こ
の
う
ち
「
維
持
管

理
費
・
賃
借
料
」
に
つ
い
て
は
、　

年
２０

間
に
わ
た
っ
て
現
状
の
分
庁
舎
の
借
上

げ
を
継
続
す
る
た
め
、
Ａ
案
の
負
担
が

最
も
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。
分
庁
舎

が
一
部
解
消
す
る
Ｂ
案
、
Ｃ
案
は
ほ
ぼ

同
額
で
、
分
庁
舎
借
上
げ
が
不
用
と
な

る
Ｄ
案
が
最
も
少
な
く
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
「
元
利
償
還
金
」
は
、
借

入
額
の
最
も
多
い
Ｄ
案
を
除
き
、
同
額

で
す
。
「
建
設
時
の
負
担
額
」
も
加
え

た
合
計
を
見
る
と
、　

年
間
の
費
用
負

５０

担
で
も
、
Ａ
案
、
Ｂ
案
の
方
が
Ｃ
案
、

Ｄ
案
よ
り
大
き
く
な
っ
て
い
る
こ
と
が

わ
か
り
ま
す
。

　

４
つ
の
案
に
つ
い
て
、
か
か
る
費
用

を
精
査
し
、
技
術
面
か
ら
の
検
討
も
加

え
た
上
で
比
較
検
討
し
た
結
果
、
「
耐

震
補
強
を
行
っ
て
使
い
続
け
、
建
築
的

寿
命
が
尽
き
る
と
考
え
ら
れ
る　

年
後

２０

に
建
替
え
る
Ａ
案
、
Ｂ
案
に
は
多
く
の

問
題
が
あ
り
、
選
択
す
る
の
は
適
切
で

は
な
い
」
と
の
結
論
に
達
し
ま
し
た
。

そ
の
理
由
は
、

①　

耐
震
補
強
は
、
技
術
的
に
困
難
と

ま
で
は
言
え
な
い
も
の
の
耐
震
壁
等
の

設
置
を
せ
ざ
る
を
得
ず
、
そ
の
結
果
、

建
物
の
使
い
勝
手
が
著
し
く
悪
く
な
っ

て
し
ま
う
こ
と
。
ま
た
、
耐
震
補
強
に

一
時
的
に
多
く
の
費
用
が
必
要
に
な
る

こ
と
。

②　

結
局
は
、
建
築
寿
命
が
尽
き
る
と

考
え
ら
れ
る　

年
後
に
建
替
え
ざ
る
を

２０

得
ず
、
費
用
負
担
が
将
来
の
市
民
に
か

か
っ
て
し
ま
う
こ
と
。

③　
　

年
間
の
総
費
用
と
し
て
見
る

５０

と
、
分
散
庁
舎
の
借
り
上
げ
費
や
維
持

管
理
費
が
か
さ
み
、
か
え
っ
て
多
く
の

費
用
が
必
要
に
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
。

④　

耐
震
補
強
案
で
は
防
災
・
災
害
復

興
拠
点
施
設
を
設
け
る
こ
と
が
で
き

ず
、
こ
れ
を
造
る
と
な
る
と
、
さ
ら
に

用
地
費
や
建
設
費
が
必
要
に
な
る
こ

と
。
こ
の
４
点
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
以
後
は
Ｃ
案
（
中
町

で
の
段
階
建
設
案
）
と
Ｄ
案
（
森
野
へ

の
移
転
案
）
の
ど
ち
ら
か
が
選
ば
れ
る

べ
き
と
考
え
、
こ
の
二
つ
を
詳
し
く
比

較
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

前
述
の
「
３.

考
え
ら
れ
る
〈
４
つ

の
案
〉
の
比
較
」
で
示
し
た
図
３
・
図

４
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
Ｃ
案
、
Ｄ
案

の
財
政
負
担
は
、
建
設
時
の
負
担
に
お

い
て
も　

年
間
の
費
用
負
担
に
お
い
て

５０

も
大
き
く
異
な
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ

ん
。
そ
こ
で
、
両
案
が
市
財
政
に
与
え

る
影
響
に
つ
い
て
検
討
し
て
み
ま
し

た
。

　

①
建
設
時
の
財
政
負
担　

　

ま
ず
、
建
設
時
の
財
政
負
担
…
短
期

的
な
負
担
と
い
う
視
点
か
ら
検
討
し
ま

す
。
財
源
が
限
ら
れ
て
い
る
中
、
特
定

の
事
業
に
対
し
て
、
一
時
に
多
く
の
一

般
財
源
を
支
出
す
る
こ
と
は
、
他
の
事

業
に
与
え
る
影
響
も
大
き
く
、
財
政
運

営
上
好
ま
し
い
こ
と
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。
図
３
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
建
設

費
に
か
か
る
Ｃ
案
、
Ｄ
案
の
一
般
財
源

は
、
Ａ
案
、
Ｂ
案
を
大
き
く
下
回
っ
て

お
り
、
そ
の
額
は
、
地
方
債
の
対
象
と

な
ら
な
い
工
事
を
含
む
Ｃ
案
の
方
が
Ｄ

案
よ
り
や
や
多
い
も
の
の
、
双
方
と
も

さ
ほ
ど
大
き
な
も
の
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。
３
〜
５
年
度
に
ま
た
が
る
と
想
定

さ
れ
る
工
事
期
間
を
考
慮
す
れ
ば
、
単

年
度
に
お
け
る
そ
の
負
担
は
限
ら
れ
て

い
る
と
言
え
ま
す
。

　

②
長
期
的
な
財
政
負
担　

　

続
い
て
、
長
期
的
な
財
政
負
担
に
つ

い
て
検
討
し
ま
す
。
庁
舎
の
維
持
管
理

費
や
分
庁
舎
の
賃
借
料
、
建
設
時
に
借

り
入
れ
た
地
方
債
の
元
利
償
還
金
な
ど

の
よ
う
に
、
長
期
間
に
わ
た
る
費
用
負

担
に
つ
い
て
は
ど
う
で
し
ょ
う
か
。
時

間
の
進
行
に
伴
い
、
そ
れ
ら
の
費
用
は

そ
れ
ぞ
れ
増
減
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す

が
、
そ
の
推
移
が
財
政
に
与
え
る
影
響

に
つ
い
て
検
討
し
ま
し
た
。

　

現
在
、
本
庁
舎
の
維
持
管
理
や
分
庁

舎
の
借
り
上
げ
な
ど
に
は
、
年
間　

億
１０

円
近
く
の
経
費
が
か
か
っ
て
い
ま
す

（
表
４
左
）
。
老
朽
化
に
よ
り
、
維
持

管
理
に
か
か
る
費
用
は
増
加
傾
向
に
あ

り
、
分
庁
舎
の
借
り
上
げ
、
管
理
に
要

す
る
費
用
は
年
間
約
６
億
１
千
万
円
に

も
の
ぼ
っ
て
い
ま
す
（
表
５
）
。
こ
れ

ら
の
費
用
の
ほ
と
ん
ど
は
一
般
財
源
に

よ
っ
て
ま
か
な
わ
れ
て
お
り
、
庁
舎
建

設
の
意
義
は
、
こ
う
し
た
費
用
の
軽

減
、
解
消
と
い
う
点
に
も
あ
る
の
で
す

が
、
一
方
で
は
、
庁
舎
建
設
の
終
了
と

と
も
に
地
方
債
の
償
還
が
始
ま
る
こ
と

に
も
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

表
４
は
、
現
時
点
と
、
既
に
地
方
債

の
償
還
が
始
ま
っ
て
い
る　

年
後
、
償

１５

還
が
終
了
し
て
い
る　

年
後
で
、
こ
れ

３５

ら
の
費
用
負
担
が
ど
う
変
化
す
る
か
を

示
し
た
も
の
で
す
。　

年
後
を
見
る

１５

と
、
Ｃ
案
、
Ｄ
案
と
も
、
庁
舎
の
規
模

が
大
き
く
な
る
た
め
維
持
管
理
費
が
増

加
し
、
こ
れ
に
地
方
債
の
元
利
償
還
金

が
加
わ
っ
て
い
ま
す
が
、
分
庁
舎
の
賃

借
料
が
大
き
く
減
少
ま
た
は
不
用
と
な

っ
て
い
る
た
め
、
合
計
で
は
、
現
時
点

よ
り
少
な
い
費
用
負
担
に
な
っ
て
い
る

こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。
ま
た
、　

年
後

３５

を
見
る
と
、
既
に
地
方
債
の
償
還
が
終

了
し
て
い
る
た
め
、
費
用
負
担
が
大
き

く
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

Ｃ
案
に
せ
よ
Ｄ
案
に
せ
よ
、
借
り
入

れ
る
地
方
債
の
額
は
小
さ
な
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
が
、
想
定
さ
れ
る
各
年
度

の
償
還
額
は
、
現
在
の
分
庁
舎
の
賃
借

料
・
管
理
料
（
表
５
）
を
下
回
る
と
考

え
ら
れ
ま
す
。
こ
の
た
め
、
両
案
の
庁

舎
規
模
増
大
に
伴
う
費
用
増
を
考
慮
し

て
も
、
こ
れ
ら
分
庁
舎
関
連
経
費
が
軽

注
３　

地
方
債

　

大
規
模
な
公
共
施
設
建

設
の
財
源
と
し
て
市
が
借

り
入
れ
る
お
金
で
、
そ
の

返
済
が
長
期
に
わ
た
る
も

の
。
建
設
時
の
市
民
だ
け

で
な
く
、
将
来
の
市
民
に

も
そ
の
経
費
を
負
担
し
て

も
ら
う
意
味
を
も
つ
。
そ

の
元
利
償
還
金
（
公
債

費
）
は
義
務
的
経
費
と
な

る
。

注
４　

積
立
金

　

財
政
運
営
を
計
画
的
に

す
る
た
め
、
ま
た
は
特
定

の
支
出
目
的
の
た
め
、
年

度
間
の
財
源
変
動
に
備

え
、
財
政
規
模
及
び
歳
入

の
安
定
性
の
程
度
に
応
じ

て
積
み
立
て
る
も
の
。
現

在
、
大
ホ
ー
ル
・
庁
舎
分

と
し
て　

億
円
が
積
み
立

５２

て
ら
れ
て
い
る
。

注
５　

一
般
財
源

　

市
税
や
地
方
交
付
税
、

地
方
譲
与
税
な
ど
の
よ
う

に
、
使
途
を
特
定
さ
れ

ず
、
ど
の
よ
う
な
経
費
に

も
使
用
で
き
る
財
源
。

図３　建設費とその財源
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図４　５０年間の資金負担額（積立金・一般財源）
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表４　長期的な財政負担の推移（年間）
単位：億円

地方債償還
終　了　後
（３５年後）
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（１５年後）現時点
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